
１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

100 100 現状維持
北海道医療計画第10章
別表（R6.6月現在）

100
（R７．３）

目標どおり現状維持（管内全市町村で確保されている。）

2 2 現状維持
北海道医療計画第10章
別表（R6.7月現在）

２
（R７．３）

目標どおり現状維持（名寄市立総合病院及び士別市立病院が
該当している。）

1 1 現状維持
北海道医療計画第10章
別表（R6.8月現在）

１
(R７．３）

目標どおり現状維持（名寄市立総合病院が指定されている。）

１機体制
（道北DH）

１機体制
（道北DH）

現状維持
北海道医療計画第10章
別表（R6.9月現在）

1機体制
（道北DH）
（R７．３）

目標どおり現状維持（旭川赤十字病院が運行しており、名寄市
立総合病院にヘリポートがある。）

実 施 件 数 等 9.6 9.6 現状維持

士別地方消防事務組合
及び上川北部消防事務
組合提供データ（R5年実
績）

13.9
（R７．３）

増加している。

２　主な取組の内容等

「上川北部圏域地域推進方針」の推進状況　【令和６年度】

　06  救急医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和６年度の評価

今後の方向性

在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村
割合（％）

病院群輪番制病院数

救命救急センターの整備数

ドクターヘリの導入

救急自動車による搬送時間が1時間以上の救
急患者割合（％）

二次救急医療体制の充実

三次救急医療体制の充実

体 制 整 備

取組の内容 実　　　　績

初期救急医療体制の充実

課　　　　題

・管内市町村が上川北部医師会に在宅当番医制　運営事業を
　委託して実施
　（実績）２１医療機関（７病院・１５診療所） （令和７年４月１日）

・救急の日のポスター配布や掲示など

・開業医誘致事業活用による診療所開設（令和６年度　１件　名寄市）

・在宅当番医制などの初期救急を実施していく上で、開業医誘致を
行っているが、開業医の減少や高齢化により将来的な体制維持への
課題がある。

・初期救急医療を二次救急医療機関が担っているとともに、地域住民
の大病院・専門医志向などを背景に軽傷者の夜間受診が多く、二次
救急病院勤務医の負担が増大している状況である。

・各消防組合の救急搬送については、各所属市町村の救急告示医療
機関（二次救急医療機関）へ搬送されているが、医療スタッフの不足
等により十分な救急対応がとれない場合など、三次救急医療機関で
ある名寄市立総合病院に搬送することが多く、長距離搬送（場合に
よっては１時間以上）となることもあり、往復で救急車が３時間以上に
わたり不在となる地域が出てくる懸念があるなど、搬送時間や医療資
源の確保に課題がある。

・脳疾患疑いがある傷病者について、名寄市立総合病院での受入が
困難となり、士別市立病院へ搬送しているが、転院搬送となることが
あるため、傷病者の早期治療までに時間がかかることがある。

・初期から三次までの救急医療機関の役割分担と連携強化を、医師会
等関係機関と連携し推進する。

・コンビニ受診や救急車の不適切な利用等について、地域住民への更
なる啓発に努める。

・名寄市立総合病院の救命救急センターとしての機能と体制の維持・充
実に努める。

・救急搬送に係る道路環境の整備については、関係機関等へ要望等を
行う。

・病院群輪番制病院　２病院
　　名寄市立総合病院
　　　 令和４年（救急患者数　 6，676人、うち小児救急患者　1，412人）
　　　 令和５年（救急患者数　 8，500人、うち小児救急患者　2，636人）
　　　 令和６年（救急患者数　 7，905人、うち小児救急患者　2，186人）
   士別市立病院
　　　 令和４年（救急患者数　 3，971人、うち小児救急患者　 0人）
　　　 令和５年（救急患者数　 4，168人、うち小児救急患者　 0人）
　　　 令和６年（救急患者数　 4，054人、うち小児救急患者　 0人）

・救急告示医療機関　７施設

・上川北部救急業務高度化推進協議会総会への参加（R6.5.17開催）
　
・小児救急医療支援事業（補助金）による小児救急医療体制の整備

・救急勤務医・産科医等確保支援事業（補助金）による救急医の確保

・救命救急センター（名寄市立総合病院）
　 　・ドクターヘリの受入状況（R４　19件／R５　18件／R６　16件）
　　 ・ドクターカーの出動状況（R４　20件／R５　14件／R６　66件）

・救命救急センターとして指定されている名寄市立総合病院の機能と
体制の維持・充実が求められている。

・ドクターヘリの運行は有視界飛行のため、夜間は不可であり天候等
に左右される。特に冬期間はドクターカーの件数が増加する。道北は
道路事情が悪く安全な患者搬送が必要であることから、高規格道路
の整備が望ましい。

上川北部圏域

1



救急搬送体制の充実

【各地区消防組合】
・救急救命士の研修等は、研修先医療機関の協力により計画通り実
施。
 救急救命士生涯教育【士別市立病院25名、旭川赤十字病院25名】、硬
性喉頭鏡病院実習【旭川赤十字病院2名】ビデオ硬性喉頭鏡病院実習
【旭川赤十字病院2名】、指導的救命士研修【旭川赤十字病院1名】、気
管挿管再認定講習【旭川防災センター5名】　等

・上川北部地域救急業務高度化推進協議会における救急隊員研修会
及び救急症例研究会への参加

・その他研修会等への参加
（ドクターカー症例検討会、MCLSマネジメントコース及び標準コース、和
寒外傷セミナー、救急隊員研修会、ドクターヘリ事例検討会　等）

・道北ドクターヘリ運航調整委員会への参加
　　　　　　　（Ｒ６．９．１２　オンライン開催）

地域住民への情報提供や普及啓発

【士別地方消防本部】
（令和６年４月～令和７年３月）
・普通救命講習23回開催、239名受講　一般救急講習24回開催、400名
受講。

【上川北部消防本部】
（令和６年４月～令和７年３月）
・救命講習の開催状況 447回開催、 803名受講　救命講話等24回開催、
521名受講。

・和寒町では、令和３年４月から、町立病院が無床診療所化となり、救急
告示医療機関でなくなったことから、、前年度より町内説明会などで住民
に説明し、理解を求めるとともに、上川北部圏域の広域二次救急体制の
継続と、新たに上川中部圏域への広域二次救急体制編入の協力を要
請し、住民への救急医療提供体制の整備に努めた。また、休日時間外
に町外の救急医療機関を受診した際に、タクシー等の公共交通機関を
利用した場合の助成制度を創設した。
（令和３年度～８年度）

・電話相談サービス等の実施
    「北海道救急医療・広域災害情報システム」、
　　「わっさむ健康安心ダイアル24」の実施
　　　※開始時期：令和３年３月　利用件数：12～13件／月
　　「緊急通報装置」の貸与（高齢者向け）

・住民に休日、時間外及び緊急時の受診方法等（受診前に電話連絡す
ることなど）を町の情報防災端末機で周知している。

・公共施設、医療機関において、応急手当、救急車適正利用の普及啓
発等の資料配布やポスターを掲示

・母子保健事業の中で、新生児訪問時や乳幼児を持つ各保護者に対し
医師会作成の『子どもの急病』の冊子を配布し啓発

・初期救急医療を二次救急医療機関が担っているとともに、地域住民
の大病院・専門医志向などを背景に軽傷者の夜間受診が多く、二次
救急病院勤務医の負担が増大している状況である。

・疾患の早期発見、早期治療に努め、また、治療を継続することで、
症状を悪化させないことの重要性を住民に普及啓発していく必要が
ある。

・救命講習を受講することで、心停止や意識不明などの緊急事態に
対する適切な手当てや救命処置を行う能力が向上し、急病人や怪我
人の救助に繋がり、命を救うことができる。受講者が増えることで個
人や社会全体の安全性や救命力が向上するため、非常に重要な取
り組みである。

・救急法等講習会の開催等により、地域住民への初期救急に係る普及
啓発に努める。

・電話相談サービス等の実施や、また、疾患の早期発見、早期治療に努
め、治療を継続することで、症状を悪化させないことの重要性の住民へ
の普及啓発に努める。

・コンビニ受診や救急車の不適切な利用防止等について、地域住民へ
の更なる啓発に努める。

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

・救急救命士の研修・実習については、名寄市立総合病院が多くを受
け入れしているが、今後、医療スタッフの不足などにより、研修を実施
できない場合が危惧されており、研修受け入れ先の確保や救急ワー
クステーションの設立等に主眼を置く必要性がある。

・メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の一層の充実が求
められている。

【和寒消防】
・町立診療所が救急告示医療機関でないため、二次及び三次救急医
療体制が重要。

・関係機関との連携強化により、メディカルコントロールに基づく病院前
救護体制の充実に努める。
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